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 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第６５条第１項違反事件に係る事務（同法第６６条第

１項の規定による勧告及び同条第２項の規定による命令並びに同条第３項において準用する同法第

６１条第１項の規定による立入検査及び収去の実施に係る事務を含む。）については次に定めると

ころにより処理するものとする。 

 

第１ 基本方針 

１ 迅速かつ厳正な処理に努めること。 

２ 事業者の主張を十分に聴き、事業者の利益を不当に害することのないよう、適正手続に努め

ること。 

３ 事件に関して知り得た情報を厳格に管理し、秘密保持の徹底に努めること。 

４ 事件に関係する対応については、消費者庁と連携を図ること。 

 

第２ 端緒 

１ 端緒の区分 

事件の端緒（以下「端緒」という。）の区分は、次のとおりとする。 

⑴ 職権探知 

保健所の職員が、健康増進法第６５条第１項に違反する疑いのある行為（当該行為が既に

なくなっている場合の当該行為を含む。以下「健康増進法違反被疑行為」という。）を自ら

探知し、把握することをいう。 

⑵ 情報提供 

健康増進法第６５条第１項の規定に違反する事実があると考える者が、健康増進法違反被

疑行為があると考え、保健所に対し、その事実に関する情報を報告することをいう。 

 

２ 端緒情報の処理 

⑴ 違反被疑情報等の記録 

保健所の職員は、端緒情報に接したときは、速やかに、必要な情報を調査記録簿（別記様

式第１号）に記録しなければならない。 

⑵ 事件の情報整理及び区分の決定 

保健所の職員は、受理した端緒情報を分析した結果、健康増進法違反被疑行為があると考

える場合には、必要に応じ保健所内で協議した上で次に掲げる区分を決定する。 

ア 調査 

   (ｱ) 本調査事件 

健康増進法第６６条第１項に規定する勧告（以下「勧告」という。）の実施を視野に所



要の調査を行う必要があるもの（国民の健康の保持増進及び国民の正確な情報伝達に重大

な影響を与えるおそれがあると認められるもの。）をいう。 

(ｲ) 迅速処理調査事件 

前記ア(ｱ)に該当しないものをいい、事件の区分を決定した日から１か月以内に指導（口

頭指導を含む。）による終結を目指すものをいう。 

 (ｳ) 予備調査事件 

前記ア(ｱ)及び(ｲ)のいずれに区分するかを判断するために、関係人に接触することなく

調査するものをいう（保健所の職員である旨を秘して関係人に接触する場合を含む。）。 

予備調査を行った場合には、保健所の職員は調査記録簿（別記様式第１号）により調査

内容を記録し、必要に応じて保健所内で協議の上、処理方針を決定するものとする。 

イ 消費者庁への通知 

(ｱ) 健康増進法違反被疑行為が二つ以上の都道府県等を区域として行われている場合、関係 

人の事務所等が二つ以上の都道府県等内に所在している場合など、消費者庁で処理するこ

とが健康増進法の効率的な運用に資すると考えられる場合には、必要に応じ、消費者庁と

協議の上、消費者庁に対し、関係資料を添えて、当該行為が行われている旨を通知するも

のとする。 

(ｲ) 前記イ(ｱ)により通知した健康増進法違反被疑行為については、必要に応じ、消費者庁

に対し板橋区への措置結果の報告を求めるものとする。 

(ｳ) 前記イ(ｱ)及び(ｲ)に規定する場合のほか、健康増進法違反被疑行為の処理について、必

要に応じ、消費者庁と協議するものとする。 

ウ 他都道府県等への通知 

(ｱ) 健康増進法違反被疑行為が、板橋区所管以外の区域において行われている場合など、都

道府県等で処理することが健康増進法の効率的な運用に資すると考えられる場合には、必

要に応じ、都道府県等と協議の上、都道府県等に対し、関係書類を添えて、当該行為が行

われている旨を通知するものとする。 

(ｲ) 前記ウ(ｱ)により通知した健康増進法違反被疑行為については、必要に応じ、都道府県

等に対し板橋区への措置結果の報告を求めるものとする。 

 (ｳ) 前記ウ(ｱ)及び(ｲ)に規定する場合のほか、健康増進法違反被疑行為の処理については、

必要に応じ、都道府県等と協議するものとする。 

エ 併合 

既に調査を行っている事件について、新たな情報が寄せられた場合又は重複して同じ情

報が寄せられた場合には、当該事件に併合するものとする。 

オ 情報 

     提供された情報が調査に着手するのに十分でないと判断されるものは、参考情報として

記録するものとする。 

   カ 非該当 

   健康増進法に係る情報でないものは、非該当とする。 

なお、他法令に違反する疑いがあると考えられる場合には、端緒情報の内容を関係機関に



通知するものとする。 

 

第３ 事件調査の実施 

１ 総則 

⑴ 事件調査は、事業者等の任意の協力を得て行うほか、必要に応じ、健康増進法第６１条の

規定を準用する同法第６６条第３項に規定する権限（以下「健康増進法第６６条第３項に規

定する権限」という。）を行使して行うものとする。当該権限を行使する場合には、後記２

⑴に規定する手続に従わなければならない。 

⑵ 事件調査手続においては、日本語を用いることとし、日本語が通じない者に陳述をさせる

場合には、通訳人に通訳をさせなければならない 。 

⑶ 事件調査手続において供述調書（別記様式第２号）を作成する場合には、文字を改変して

はならない。文字を加え、削り、又は欄外に記載したときは、これに担当者が認印しなけれ

ばならない。この場合において、削った部分は、これを読むことができるように字体を残さ

なければならない。 

⑷ア 期間の計算については、民法（明治２９年法律第８９号）の期間に関する規定に従う。 

イ 期間の末日が行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項各

号に掲げる日に当たるときは、期間はその翌日に満了する。 

⑸ 事件調査に当たり、相手方から代理人を通じるよう申立てがあった場合は、代理人の代理

権限の確認を行うものとする。 

 

２ 事件調査の方法 

⑴ 健康増進法第６６条第３項に規定する権限 

ア 立入検査 

立入検査は保健所内で協議し、保健所長の決裁を受けて、これを行わなければならない。 

なお、立入検査に当たっては食品衛生監視員をもってこれに充てる。 

(ｱ) 立入検査計画書の作成 

立入検査を行う職員は、あらかじめ、事件名、関係人、関係法条、違反被疑事実の概要、

立入検査をする場所、収集資料等を記載した立入検査計画書（別記様式第３号）を作成す

るものとする。 

(ｲ) 検査対象者等を記載した書面の交付 

立入検査を行う職員は、立入検査に際し、事件名、検査対象者、検査場所、検査日、検

査を行う職員、関係法条及び検査に応じない場合の法律上の制裁を記載した立入検査の実

施について（別記様式第４号）を作成し、検査先の代表者、立入検査の対象事業所又は立

入検査の対象部門の責任者であって、立入検査に立ち会う者（以下「立会人」という。）

に交付し、説明を行わなければならない。 

(ｳ) 身分証明書の携帯及び提示 

立入検査を行う職員は、その身分を示す証明書（食品衛生法に基づく都道府県等食品衛

生監視指導計画等に関する命令（平成２１年内閣府・厚生労働省令第７号）第３条の規定



に基づく様式第２号の身分証明書をいう。）を携帯し、関係人の事務所又は事業所に立ち

入るときは、立会人に提示しなければならない。 

(ｴ) 検査調書の作成 

立入検査を行った職員は、事件名、検査の目的、日時及び場所、立会人の職業及び氏名並

びに検査の結果を記載した検査調書（別記様式第５号）を作成しなければならない。検査調

書の作成に当たって、検査調書を作成する職員は、当該検査調書に立入検査を実施した年月

日及び所属部署を記載した上で署名押印しなければならない。 

イ 収去 

収去については、消費者庁の定める収去等の取り扱いを参考に適正に実施する。 

⑵ 関係人等の任意の協力を得て行う調査 

ア 報告依頼 

報告依頼を行う場合には、相手方に報告を依頼する事項を記載した報告書の様式を添えて

口頭で行うものとする。ただし、相手方が特に求めるときは、事件名、相手方の氏名又は名

称及び相手方に報告を依頼する事項を記載した報告依頼書（別記様式第６号）を作成し、相

手方に交付するものとする。相手方に報告依頼書を交付する場合には、保健所長の決裁を受

けて、これを行わなければならない。 

イ 任意提出 

(ｱ) 提出された物件の受領 

相手方から物件が任意に提出されたときは、当該物件とともに、提出された物件の所有

者及び差出人の住所又は就業場所、職業及び氏名、提出された物件の品目並びに提出年月

日が記載された任意提出書（別記様式第７号）を相手方から受領しなければならない。 

この場合には、当該品目を記載した目録を任意提出書に添付させることにより、任意提

出書における当該品目の記載に代えることができる。相手方から任意提出書を受領した場

合には、当該目録の写しを相手方に交付するものとする。 

(ｲ) 受領した物件の還付 

受領した物件について調査の必要がなくなった場合には、相手方に当該受領した物件を

還付し、相手方から還付請書（別記様式第８号）を受領しなければならない。この場合に

おいて、相手方が当該受領した物件の所有権を放棄したときは、相手方から所有権放棄書

（別記様式第９号）を受領しなければならない。 

所有権放棄書を対面で受領する場合又は還付請書を対面若しくは郵送で受領する場合に

おいて、相手方から受領した真正な書面であることを担保するために必要と認めるときは、

署名を求めるものとする。 

これらの場合において、当該品目を記載した目録を還付請書又は、所有権放棄書に添付

させることにより、還付請書又は所有権放棄書における当該品目の記載に代えることがで

きる。当該品目を記載した目録を添付する場合、相手方から受領した真正な書面であるこ

とを担保するために還付請書又は所有権放棄書に署名を求めたときは、全ての頁に割印を

求めるものとする。 

なお、還付請書及び所有権放棄書の提出方法については電子メールでの提出も可とし、



電子メールで受領した場合には、当該電子メールも行政文書として保存する。ただし、所

有権放棄書については、相手方から受領した真正な書面であることを担保するために必要

と認めるときは、対面で受領することとする。また、相手方と品目録について電子メール

で授受をする場合には、品目録データをPDF化して改変防止のために制限をかけて送付する。 

(ｳ) 提出依頼書の作成 

任意提出を求める場合において、相手方が特に求めるときは、事件名、相手方の氏名又

は名称及び相手方に提出を依頼する物件の品目を記載した提出依頼書（別記様式第１０号）

を作成し、相手方に交付しなければならない。この場合には、当該品目を記載した目録を

提出依頼書に添付することにより、提出依頼書における当該品目の記載に代えることがで

きる。提出依頼書を交付した場合には、前記イ(ｱ)の「任意提出書」とあるのは「提出書」

（別記様式第１１号）と読み替えるものとする。 

提出依頼書を交付する場合には、保健所長の決裁を受けて、これを行わなければならな

い。 

ウ 任意の供述 

相手方が任意に供述した場合において、必要があると認めるときは、これを録取した供

述調書（別記様式第２号）、確認書（別記様式第１２号）、供述聴取報告書（別記様式第

１３号）又はヒアリングメモを作成するものとする。 

エ ウェブサイト等における表示の記録、保存等 

ウェブサイト等における表示を記録し、保存する必要があると認めるときは、当該表示

を書面に印刷し、又は撮影した上で、その年月日、方法等を記載した報告書（別記様式第

１４号）を作成し、当該表示を印刷した書面又は撮影した写真を添付するものとする。 

 

３ 調査報告書の作成 

保健所の職員は、調査が終了した場合には、遅滞なく、調査報告書を作成し、保健所長に報

告するものとする。ただし、当該調査に係る事件について、勧告又は指導の措置を採らないと

きは、調査報告書の作成に代えて、調査記録簿（別記様式第１号）に事件の概要を記載して決

裁を受けることができる。 

 

４ 弁明の機会の付与 

⑴ 調査の結果、勧告が相当であると考えられる場合には、当該勧告の名宛人となるべき者に

対し、弁明その他意見陳述のための手続を行うことができる（弁明その他意見陳述の手続を

経ずに勧告した場合は、東京都板橋区行政手続条例（平成７年板橋区条例第３１号）第３４

条の２第１項の規定に基づく行政指導の中止等の求めの対象となることに留意する。）。 

当該勧告の名宛人が、正当な理由がなく勧告に係る措置をとらなかったことにより、健康

増進法第６６条第２項の規定に基づく命令（以下「命令」という。）を行う場合には、行政

手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項第２号に規定する弁明の機会の付与を行う

ものとする。 

⑵ 前記４⑴の弁明その他意見陳述のための手続又は弁明の機会の付与を行うときは、勧告又



は命令の名宛人となるべき者に対して、次に掲げる事項を記載した文書をもって、その旨を

通知するものとする。 

ア 予定される勧告又は命令の内容（勧告又は命令の根拠となる事実及び法令の適用を含

む。） 

イ 弁明その他意見陳述又は弁明を記載した書面（以下「弁明書等」という。）及び証拠を

提出することができる旨 

ウ 弁明書等及び証拠の提出先並びに提出期限 

⑶ 前記４⑵の文書は、勧告又は命令の名宛人となるべき者若しくはその代表者又は代理人（本

事務の委託を受けた者に限る。以下同じ。）に対して手交し、又は当該名宛人となるべき者

に対して到達したことが証明できる郵便によって送付するものとする。当該文書を勧告又は

命令の名宛人となるべき者若しくはその代表者又は代理人に手交した場合には、当該者が受

領した旨を示す受領書を当該者から受領するものとする。 

⑷ 弁明書等及び証拠の提出期限は、原則として、弁明その他意見陳述又は弁明の機会を付与

した日から２週間後に設定するものとする。 

⑸ 天災その他正当な事由があると認めた場合には、前記４⑷の提出期限を延長することがで

きる。 

⑹ 弁明その他意見陳述の手続又は弁明の機会の付与を行った後においても、勧告又は命令の

名宛人となるべき者の弁明その他意見陳述又は弁明の内容を踏まえた追加調査を行うことが

できる。 

 

５ 事件についての措置等 

⑴ 事件についての措置等の区分 

ア 勧告 

(ｱ) 保健所の職員からの調査報告書に基づき、保健所内で協議した結果、必要があると認め

る場合には、板橋区長に上申し、勧告を行うものとする。 

(ｲ) 勧告書は、当該勧告の名宛人若しくはその代表者又は代理人に対して手交し、又は当該

名宛人に対して到達したことが証明できる郵便によって送付するものとする。勧告書を当

該勧告の名宛人若しくはその代表者又は代理人に手交した場合には、当該者が受領した旨

を示す受領書を当該者から受領するものとする。 

イ 命令 

命令を行う場合は、前記５(1)アの手続を準用する。 

ウ 指導 

(ｱ) 調査の結果、次の場合には、指導を行うものとする。 

ａ 健康増進法第６５条第１項に違反する事実が認められたが、同法第６６条第１項に規

定する国民の健康の保持増進及び国民に対する正確な情報の伝達に重大な影響を与え

るおそれがある事実が認められない場合 

ｂ 健康増進法第６５条第１項に違反する事実は認められないが、違反のおそれがある事

実が認められた場合 



(ｲ) 指導の相手方から、書面の交付を求められた場合には、東京都板橋区行政手続条例第３

３条第３項の規定に基づき速やかに書面を交付しなければならない。 

(ｳ) 指導を行った後、必要に応じ、指導の結果について相手方から報告を受けた上で事件を

終結させるものとする。 

エ 違反事実なし 

調査の結果、違反事実が認められない場合には、保健所の職員は、保健所長の決裁を受

けることにより、相手方にその旨を伝えて事件を終結させるものとする。 

オ 調査打切り 

調査の結果、調査の続行が適当でないと認められる場合には、保健所の職員は、保健所

長の決裁を受けることにより、調査を打ち切り、相手方にその旨を伝えて事件を終結させ

るものとする。 

⑵ 事件についての公表 

消費者利益の保護の観点から、違反の事実を早急に公表する必要性が高い場合であって、

違反事実が確認されており、かつ、公表目的の正当性及び公表方法の相当性等を十分に検討

した結果、これらが認められると判断できる場合に限り、次のアに掲げる事項を公表する。

ただし、東京都板橋区情報公開条例（平成１２年板橋区条例第１号）等に照らして非公開と

判断される事実があれば、当該事実については公表しない。 

ア 公表する事項 

(ｱ) 違反した事業者の氏名又は名称及び住所 

(ｲ) 違反事実 

(ｳ) 勧告又は命令した場合は、その内容 

イ 公表の方法 

公表の方法は、報道機関への情報提供、板橋区ホームページへの掲載等をもって行うも

のとする。 

ウ 公表の期間 

公表は、勧告及び命令の対象となる指導を行った後、法の趣旨にのっとり、時期を逸す

ることなく速やかに行うものとし、違反状態が改善されたことを確認した日の翌日から起

算して 7日を下回らない期間を公表期間とする。 

なお、7日を経過した後は、上記５(2)ア(ｱ)の事項を伏せ字とする。 

 

６ 一般消費者への周知徹底の方法の承認 

⑴ 勧告において、板橋区長の承認する方法によって一般消費者へ周知徹底すべき旨を求めて

いる場合には、次に掲げる事項を明らかにした周知徹底の方法の承認願を提出させるものと

する。 

ア 用いようとする周知媒体の種類 

イ 新聞周知による場合には、周知文案、新聞名、地域、掲載紙面、掲載面積、掲載時期等 

ウ ウェブサイト（携帯電話のサイトを含む。）による場合には、周知文案、掲載場所、掲

載時期等 



エ 新聞折り込みチラシによる場合には、周知文案、新聞名、配布枚数、配布地域、配布時

期等 

オ 店頭掲示による場合には、周知文案、形態、掲示方法、掲示店舗名、掲示期間等 

カ テレビ又はラジオ広告による場合には、周知文案、放送局名、放送地域、放送時期、放

送時間等 

⑵ 前記６⑴の承認願が提出された場合において、保健所の職員は、違反行為の内容、違反行

為において用いられた広告手段、その違反行為による国民の健康の保持増進及び国民に対す

る正確な情報伝達に重大な影響の程度等を勘案して、その周知徹底の方法が適当であると認

められる場合には、保健所長の決裁を受けることにより、承認するものとする。 

⑶ 前記６⑵の承認後、承認書は勧告の名宛人若しくはその代表者又は代理人に対し手交し、

又は当該名宛人に対して到達したことを証明できる郵便によって送付するものとする。承認

書を勧告の名宛人若しくはその代表者又は代理人に手交した場合には、当該者が受領した旨

を示す受領書を当該者から受領するものとする。 

 

７ 勧告に係る措置の完了 

勧告に係る措置については、措置した日から１か月経過した日を期限として板橋区長宛てに

措置完了報告書を提出させるものとする。措置完了報告書には、勧告の名宛人に押印させるも

のとする。保健所の職員は、措置完了報告書の内容を確認し、勧告に係る措置が完了したと認

められる場合には、保健所長の決裁を受けることにより、事件を終結させるものとする。 

 

８ 命令に係る措置の完了 

命令に係る措置については、前記７を準用する。 

 

第４ 事件調査の方針及び勧告等の判断基準 

   事件調査の方針及び勧告、命令、指導の判断基準は、消費者庁が別に定めるところに従う。 

 

  附 則 

この要綱は、令和２年５月１９日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 



板橋区健康増進法第６５条第１項違反事件関係事務処理要綱 

 

 

様  式 
 

別記様式第１号     調査記録簿（健康増進法第65条第1項の規定違反及び違反が疑われる広告

等について） 

別記様式第２号     供述調書 

別記様式第３号     立入検査計画書 

別記様式第４号     立入検査の実施について 

別記様式第５号     検査調書 

別記様式第６号     報告依頼書 

別記様式第７号     任意提出書 

別記様式第８号     還付請書 

別記様式第９号     所有権放棄書 

別記様式第１０号    提出依頼書 

別記様式第１１号    提出書 

別記様式第１２号    確認書 

別記様式第１３号    供述聴取報告書 

別記様式第１４号    報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

健康増進法第６５条第１項の規定違反及び違反が疑われる広告等について 

 

商品名  

広告等の発見日時期 （元号）   年   月   日 

広告等の発見経路  

広告等を行った者 事業者名： 

住所： 

連絡先： 

その他： 

広告等の媒体 新聞・雑誌・テレビ・看板・インターネット 

その他（               ） 

広告等の主な内容  

違反が疑われる事項  

広告等を行う者に対す

る立入検査の有無 
有・無 

食品等の収去の有無 有・無 

立入検査の際に聴取し

た内容 
 

健康保持増進効果等の

根拠の有無及び理由 

有・無・不明 

(理由) 

成分分析の有無 有・無 

(有の場合は主な分析結果) 

広告等を行う者に対す

る指導の有無 
有・無 

指導の内容  

 

（別記様式第１号） 



供  述  調  書  

１．住 所  

１．職 業  

１．氏 名  

１．年 齢 （元号）  年  月  日生  

上記の者、（元号）  年  月  日、○○に対する件について、

板橋区保健所×××会議室において、任意次のとおり供述した。 

記 

 

１ ○○について申します。 

供述人 ＜氏 名＞（押印） 

 上記のとおり録取して、読み聞かせ、かつ、閲読させたところ、供述人は誤

りのない旨を申し立て、署名押（指）印した。 

前同日 

前同所において 

 

板橋区保健所 健康推進課 

 （署名押印） 

 （署名押印） 

（別記様式第２号） 



立入検査計画書 

 

件 名 に対する件  

関係人  

被疑事実の概要  

関係法条 健康増進法第６５条第１項 

関連事実 

１ 関係人の概要 

 

 

２ 業界の概況 

 

 

３ 当該食品の特性 

 

 

４ 流通経路 

 

 

５ その他 

 

※ あくまで例示なので、この限りではない。 

被疑事実を推認

する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 立入検査計画書は、立入検査を的確・適正に実施するために、立入検査を行う職員等に対し説明す

るためのものであり、事件の概要、立入検査の方法等について簡明に記載する。 

（別記様式第３号） 



１ 立入検査年月日       （元号）○年○月○日（○）午前○時○分 

 

２ 立入検査先及び担当者   別紙○のとおり（検査先や担当者数が多数に及ぶ場合は別紙に記載） 

 

３ 立入検査により収集する資料 

 

検査先 
収集資料 

（原則として（元号）○年以降。被疑事実に関する資料はこの限りではない。） 

関係人 １ 関連事実 

 

 

 

２ 被疑事実 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

納入業者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 立入検査により収集する資料は、検査先ごとに収集する資料を記載する。また、何年以降の資料を

収集するかの目安を記載する。 



 

 ○板健健      号 

（元号） 年 月 日 

 

（事業者名） 

（検査先責任者名） 殿 

 

                    板橋区保健所長 ○○ ○○（公印） 

 

 

立入検査の実施について 

 

 

株式会社○○に対する件について、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第６６条

第３項の規定に基づき、下記のとおり、貴社に対し、立入検査を実施する。 

 

なお、この立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、同法第７４条の規定により３０万円以下

の罰金に処されることがあるので、留意されたい。 

 

記 

 

１ 検査対象者  （事業者名） 

 

２ 検査場所   （住所） 

（事業者名） 

 

        

３ 検査日    （元号）  年  月  日 ～ 同  月  日 

 

 

 

 

４ 検査を行う者  板橋区保健所生活衛生課     ○○ ○○ 

同            ○○ ○○ 

                 

（別記様式第４号） 

※ あらかじめ１日で検査が終了しないことが想定される場合には、「１月１日及び

１月４日」等と複数日を記載することも可とする。 



 

 

（元号）  年  月  日  

 

検 査 調 書 
            

            板橋区保健所生活衛生課  

 

                 （職名） ○○ ○○  印 

 

に対する 

 

健康増進法（平成１４年法律第１０３号）違反被疑事件調査 

 

のため、同法第６６条第３項の規定に基づき、下記のとおり 

 

立入検査した。 

記 

１ 検査の場所    （住所） 

           （事業者名） 

２ 検査の年月日時  （元号） 年 月 日  時  分から 

            （元号） 年 月 日  時  分まで 

３ 立 会 人    （職業） 

           （氏名） 

４ 検査の目的                          

                                 

５ 検査の結果                          

                                 

（別記様式第５号） 



 

 

（元号）  年  月  日 

 

報 告 依 頼 書 
 
（事業者名） 

 

   （代表者名） 殿 

 

            板橋区保健所長   

 ○○ ○○  

 

に対する 

 

健康増進法（平成１４年法律第１０３号）違反被疑事件調査の 

 

ため必要がありますので、下記事項について、（元号） 年  

 

月  日までに報告してください。 

 

記 

 

別添報告書（様式）記載の事項 
 

＜問合せ先及び報告書送付先＞ 

〒１７３－８５０１ 

東京都板橋区板橋２－６６－１ 

板橋区保健所健康推進課 （担当者名） 

電話 ０３－３５７９－２３０８ 

 

 

 

 

（別記様式第６号） 



 

 

 

（元号）  年  月  日 

 

任 意 提 出 書 
 

  （宛先）板橋区保健所長 

       

 
（住所又は就業場所） 

（ 職    業 ） 

（ 氏    名 ）                 印  

     

（ 任意提出年月日 ） （元号）  年  月  日 

 

 
に対する 

健康増進法（平成１４年法律第１０３号）違反被疑事件調査に 

ついて、別紙任意提出品目録記載の物件を任意に提出いたしま 

す。 
 

 

 

 

 

（別記様式第７号） 



 

（   ） 

任 意 提 出 品 目 録  

番号 品       目 数量 所有者、住 所、氏 名 備   考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

板橋区保健所 

わ
り
印 



 

事 件 名 

関 係 人 

 

 

 

                             に対する件 

   

 

 

（元号）  年  月  日  

 

 

還 付 請 書 
 

 

（宛先）板橋区保健所長 

 

 

 

 

    （住所又は就業場所） 

    （ 職    業 ） 

    （ 氏    名 ）                

     

 

別紙還付品目録記載の物件の還付を受け、領収しました。 

（別記様式第８号） 



 

（   ） 

還  付 品 目 録  

番号 品       目 数量 所有者、住 所、氏 名 備   考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

板橋区保健所 

 



 

 

 

（元号）  年  月  日 

 

所 有 権 放 棄 書 
 

   （宛先）板橋区保健所長 

         

   

 

   （住所又は就業場所） 

   （ 職    業 ） 

   （ 氏    名 ）            

 

 

下記の物件の所有権を放棄しますので適宜処分してくださ

い。 

 

記 
 

（別記様式第９号） 



 

 

 

 

（元号）  年  月  日 

 

  提 出 依 頼 書 
 

（事業者名） 

 

（代表者名） 殿 

 
                  板橋区保健所長 

 

 ○○ ○○  

 

に対する 

 

健康増進法（平成１４年法律第１０３号）違反被疑事件調査の 

 

ため必要がありますので、別紙提出依頼品目録記載の物件を提 

 

出してください。 
 

 

 

 

（別記様式第１０号） 



 

（   ） 

提 出 依 頼 品 目 録  

番号 品       目 数量 所有者、住 所、氏 名 備   考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

板橋区保健所 

わ
り
印 

 



 

 

 

 

 （元号）  年  月  日  

提 出 書 
 

    （宛先）板橋区保健所長 

        

     

（住所又は就業場所） 

    （ 職    業 ） 

    （ 氏    名 ）               印  

     

（ 任意提出年月日 ） （元号）  年  月  日 

 

 

に対する 

健康増進法（平成１４年法律第１０３号）違反被疑事件調査に 

係る物件の提出依頼（（元号）○年○月○日付）について、別 

紙提出依頼品目録記載の物件を任意に提出いたします。 

 

 
                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第１１号） 



 

（   ） 

提 出 品 目 録  

番号 品       目 数量 所有者、住 所、氏 名 備   考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

板橋区保健所 

わ
り
印 

 



 

            

 （元号）  年  月  日 

確  認  書  

 

（元号）  年  月  日に行われた、株式会社○○に対する健康

増進法（平成１４年法律第１０３号）違反被疑事件調査の結果、下記の

事項について確認します。 

記 

 

（調査結果を列記） 

１ ○○ 

２ ○○ 

３ ○○ 

＜事業者名＞ 

＜役職名＞ （署名押印） 

板橋区保健所健康推進課 

          （署名押印） 

 

 

 

 

 

（別記様式第１２号） 

 

【留意事項】 

・２部作成した上で、それぞれに事業者と保健所職員双方が署名押印する。 

・作成した原本の１部は事業者に交付し、もう１部は保健所で保管する。 

わ
り
印 

 
わ
り
印 

 



 

（元号）  年  月  日 

（宛先）板橋区保健所長 

板橋区保健所 健康推進課  

   （署名押印） 

供  述  聴  取  報  告  書  

１．住 所  

１．職 業  

１．氏 名  

１．年 齢 （元号）  年  月  日生  

上記の者から（元号）  年  月  日、株式会社○○に対する件

について、板橋区保健所×××会議室において、次のとおり供述を聴取

したので、報告します。  

記 

１ ○○について申します。 

 

以  上 

（別記様式第１３号） 



 

（元号）○年○月○日 

 

（宛先）板橋区保健所長 

 

板橋区保健所健康推進課 

 ○○○○  印 

報 告 書 

○○に対する健康増進法（平成１４年法律第１０３号）違反被疑事件調査につき、

（元号）○年○月○日に、株式会社○○（関係人名を記載）のウェブサイト（アド

レスを記載）より印刷した文書は、下記のとおりであったので、報告します。 

 

記 

 

 私は、（元号）○年○月○日に、板橋区の○○システムを利用し、Ｗｉｎｄｏｗ

ｓ Ｉｎｔｅｒｎｅｔ Ｅｘｐｌｏｒｅｒを通じて、株式会社○○のウェブサイト（ア

ドレスを記載）にアクセスし、板橋区保健所健康推進課に設置されているノート型

パソコン（メーカー名、品名及びＰＣ番号を記載）から、当該サイトのトップペー

ジ（○枚）を、同課に設置されているプリンタ（メーカー名、品名及びプリンタ番

号を記載）より印刷した。 

 次に、トップページの目次に掲載されている、「○○」（○枚）、「○○」（○

枚）及び「○○」（○枚）の各項目にアクセスし、それぞれ前記プリンタより印刷

した。 

 印刷した前記トップページ（○枚）及び前記各項目のページ（○枚）を本報告書

末尾に添付する。 

 なお、印刷した文書は、ＰＤＦファイルに変換した上で、板橋区保健所健康推進

課内のパソコンに保存する。 

 

 

 

 

 
 

※ 上記ＰＤＦファイルは個人端末ではなく、共有フォルダ（各事件フォルダ）内に格

納してください。 

※ 対象文書は、表示期間中、できる限り定期的に、上記作業を行ってください。ただ、

通常、表示開始時期は調査着手以前であることがほとんどであり、過去に遡って上記

報告書を作成することは困難ですので、表示期間の特定は従来どおり調書等で行って

いただき、別途、証拠固めのために、調査着手後の表示期間において上記報告書を作

成してください。 

※ 本報告書に添付する印刷文書はカラーのものとしてください。 

 

（別記様式第１４号） 


